
脱炭素直方市の決意

石炭から再生可能エネルギーへ
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５６,２８７人（令和2年国勢調査より）

６１.７６㎢

 遠賀川の中流域にあり、稲作文化と共に交通の要衝として発展。
 江戸期に入り、福岡藩（黒田）の支藩、直方藩5万石が置かれ、
 約1世紀続いたことにより今の街並みが形成された。
 明治時代に入り、石炭産業と共に、工業や卸売りなど物流拠点、
 石炭産業を支える管理機能などを持つ拠点都市へと変化を遂げた。
 特に工業の歴史は古く、明治の中庸には鉄工所が出現。
 八幡製鉄所より古い１９００年には今の直方鉄工協同組合の前身である
 直方鉄工同業組合が設立されている。
 石炭産業崩壊後、工業界はこれまでの鉄鋼や造船といった分野から、
 自動車・半導体関連産業に展開。
 現在、精密金型を中心に高度な技術を持つ金属加工の一大拠点と化している。
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（日本の第二次産業革命） 
   日本の近代化・復興を支える筑豊炭田
    鉄鋼など重化学工業を興し、SLなど輸送を支えた

 第一次産業革命⇒第二次産業革命⇒ 第三次産業革命 ⇒第四次産業革命
 機械・工業化  分業と大量生産  オートメーション  ネットワーク 
                    コンピュータ   ICT・IoT・AI・データ 
 石炭（蒸気機関） →石油（内燃機関）→ 原子力 →  再生可能エネルギー
             電気→            水素

    石炭や石油は太古の植物が変質した、自然由来の化石燃料である。
 これを、一挙にエネルギーとして使うことにより環境問題起こしている。
 これは、 炭素の循環サイクルの時間の違いで

   

   
    消費速度の問題でもある。 3



   

人類が一定程度の繁栄を謳歌しながらも、
平衡状態を如何に早く取り戻すか、どのよ
うに持続可能な社会を築いていけるのか、
炭素固定も含め脱炭素への対応のスピード
が問われている
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注）消費＝民間消費＋一般政府消費、投資＝総固定資本形成（公的・民間）＋在庫純増（公的・民間）

注） 石炭・原油・天然ガスは、本データ
ベースでは鉱業部門に含まれる。

注） エネルギー代金は、プラスは流出、マ
イナスは流入を意味する。

産業別付加価値額

生　産 支　出

地域外

消費

投資

純移輸出

億円

億円

億円

付加価値額(十億円)

純移輸出(十億円)

フローの経済循環

分　配

注） その他所得とは雇用者所得以外の所得であり、
財産所得、企業所得、税金等が含まれる。

（投資の約21.2％）

約100億円

民間投資の流出：

電気機械、金属製品、ガス・
熱供給業、はん用・生産用・
業務用機械、廃棄物処理業、
その他の製造業、パルプ・
紙・紙加工品、公務、その他
のサービス、鉄鋼、水道業

所得の獲得：

（消費の約17.5％）

約337億円

民間消費の流入：

474

-394

1,925

その他所得（873億円）

雇用者所得（1,132億円）

直方市総生産（/総所得/総支出）2,005億円【2018年】

1,953
移輸入

移輸出

2,347

CO2排出量
夜間人口1人当たり所得

再投資拡大

0 10 20 30 

農業

林業

水産業

鉱業

食料品

繊維製品

パルプ・紙・紙加工品

化学

石油・石炭製品

窯業・土石製品

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

はん用・生産用・業務用機械

電子部品・デバイス

電気機械

情報・通信機器

輸送用機械

印刷業

その他の製造業

電気業

ガス・熱供給業

水道業

廃棄物処理業

建設業

卸売業

小売業

運輸・郵便業

宿泊・飲食サービス業

情報通信業

金融・保険業

住宅賃貸業

その他の不動産業

専門・科学技術、業...

公務

教育

保健衛生・社会事業

その他のサービス

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 

80 

雇
用
者
所
得
（十
億
円
）

第１次産業 第2次産業 第3次産業

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 

そ
の
他
所
得
（十
億
円
）

第１次産業 第2次産業 第3次産業

-20 -10 0 10 20 30 

電気機械

金属製品

ガス・熱供給業

はん用・生産用・業務用機械

廃棄物処理業

その他の製造業

パルプ・紙・紙加工品

公務

その他のサービス

鉄鋼

水道業

林業

輸送用機械

水産業

宿泊・飲食サービス業

保健衛生・社会事業

窯業・土石製品

印刷業

農業

教育

住宅賃貸業

繊維製品

電子部品・デバイス

専門・...

金融・保険業

小売業

食料品

運輸・郵便業

その他の不動産業

建設業

電気業

鉱業

石油・石炭製品

情報・通信機器

非鉄金属

化学

卸売業

情報通信業

3.84 
4.40 4.16 4.35

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

夜
間

人
口

1人
当

た
り

所
得

（
百

万
円

／
人

）

直方市 全国 福岡県 同規模地域

（5万人以上

～10万人未満）

※地方圏の平均

311 

114 103 

0 

50 

100 

150 

200 

250 

300 

350 

部
門

別
CO

2排
出

量
（

千
tC

O
2）

産業部門 民生部門 運輸部門

エネルギー代金の流出：

約77億円 （GRPの約3.8％）

石炭・原油・天然ガス：約51億円

石油・石炭製品：約66億円

電気：約54億円

ガス・熱供給：約-95億円

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

5

※環境省 地域経済循環分析より



生
産

①直方市では、保健衛生・社会事業が最も付加価値を稼いでいる産業である。
②第２次産業では、金属製品が最も付加価値を稼いでおり、次いで電気機械、はん
用・生産用・業務用機械が付加価値を稼いでいる産業である。

③第３次産業では、保健衛生・社会事業が最も付加価値を稼いでおり、次いで住宅
賃貸業、小売業が付加価値を稼いでいる産業である。

支
出

⑥直方市では、電気機械、金属製品、ガス・熱供給業が域外から所得を稼いでいる。
⑦消費は域内に流入しており、その規模は地域住民の消費額の2割程度である。
⑧投資は域外に流出しており、その規模は地域住民・事業所の投資額の2割程度で
ある。

エ
ネ
ル
ギ
ー

・CO

2

⑨直方市では、エネルギー代金が77億円域外に流出しており、その規模はGRPの約
3.8％である。

⑩エネルギー代金の流出では、石油・石炭製品の流出額が最も多い。
⑪直方市の再生可能エネルギーのポテンシャルは、地域で使用しているエネルギーの
約0.73倍である。

⑫直方市のCO2排出量は、産業、民生、運輸部門のうち産業部門が最も多く、
311千tCO2である。夜間人口1人当たりのCO2排出量は9.40tCO2/人であり、
全国平均と比較して高い水準である。

地域の特徴

分
配

④直方市では、第3次産業の雇用者所得への分配が最も大きい。
⑤直方市の夜間人口1人当たりの所得は3.84百万円/人であり、全国平均と比較
して低い水準である。

域内の事業所が1年間に
域内でどれだけ付加価値
を稼いだか
付加価値とは、売上から
原材料を除いた売上総
利益である

生産面で稼いだ付加価値
が賃金・人件費として分
配され、地域住民の所得
(夜間人口1人当たり所
得)に繋がっているか否か
域内の産業で、域外から
所得を稼いでいる産業は
何か
地域内で稼いだ所得が
地域内の消費や投資に
回っているか否か

エネルギー代金の支払い
によって、住民の所得がど
れだけ域外に流出してい
るか
域内に再生可能エネル
ギーの導入ポテンシャルが
どれぐらい存在するか
CO2がどの部門からどれ
だけ排出されているか

分析内容

2

注） 再生可能エネルギーのポテンシャルには、環境省「再生可能エネルギー情報提供システム[REPOS(リーポス)]」における住宅用等太陽光、公共系等太陽光、陸上風
力、洋上風力、中小水力(河川部)、地熱のデータを用いており、市町村単位のデータがない公共系等太陽光、洋上風力は市町村単位に按分した結果を用いている。 6
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産業別修正特化係数（生産額ベース）

全国と比較して得意な産業は、
ガス・熱供給業、金属製品、電気機械、鉄鋼、電子部品・デバイス、はん用・生産用・業務用機械等である。

全産業の生産額に占める割合が全国平均と比較して高い産業を、修正特化係数を用いて把握。

全国平均より
低い産業

全国平均より
高い産業

１以上は全国平均より高い（集積している）産業を意
味する
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影響力係数と感応度係数

影響力係数と感応度係数がと
もに高い産業は、地域にとって
核となる産業である。

影響力係数は、当該産業の消費や投資の増加が、全産業（調達先）に与える影響の強さを表す。
感応度係数は、全産業（販売先）の消費や投資の増加が、当該産業に及ぼす影響の強さを表す。

地域の核となる産業は、食料品、パルプ・紙・
紙加工品、鉄鋼、電子部品・デバイス、輸送
用機械、その他の製造業、金融・保険業等
である。

第Ⅰ象限
他産業へ与える影響力が大きく、同時に
他産業から受ける感応度も大きい産業
で地域の取引の核となっている産業

8※環境省 地域経済循環分析より



系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1
系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

系列1

14.3 33.7 9.6 
16.7 

15.7 

10.5 

1.5 

23.9 

5.0 

2.0 

11.3 

1.9 

16.0 

0.0 

34.1 

10.0 

21.1 

27.1 
1.7 0.0 0.0 0.1 

0.0 

15.5 

1.5 

0.0 

0.0 

3.4 

0.2 

11.5 

15.8 

2.3 

0.0 

17.6 

9.1 

18.4 

10.7 
13.6 

産業間取引構造

川下産業

川中産業

川上産業

当該地域の産業間取引額について、取引構造を図化することで、どの産業間の取引額が多いかを把握。
影響力係数や感応度係数、生産誘発額の数値は、産業間の取引構造に依存している。

ここの図からは、取引構造
が見て取れるが、金属製
品・汎用生産用等機械、
電気機械、鉄鋼など、所
謂直方の工業が川上産業
として域内取引を牽引して
いることが伺える。

純移輸出額がプラスの産業

（数値及び円の大きさは当該産業の地域内生産額）

純移輸出額がマイナスの産業

（数値及び円の大きさは当該産業の地域内生産額）

当該産業（矢印始点）が他の産業（矢印終点）に販売した財・

サービスの総額が地域内総生産額の0.2%以上を占める取引

当該産業（矢印始点）が他の産業（矢印終点）に販売した財・

サービスの総額が地域内総生産額の0.2%以上を占める、か

つ当該産業の地域内生産額の30％以上を占める取引

単位：十億円
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      直方市の経済と産業特性
〇現下の地域経済の状況
  コロナ禍による消費の減退や、サプライチェーンの傷み、原油や原材
 料の高騰等で、飲食・小売りは勿論、製造業も業種によっては大きな影
 響を受けている。しかし、雇用情勢としては、有効求人倍率としては
 １を上回っている。
〇経済・産業特性（２０１８年）※環境省 地域経済循環分析より

・民間消費は流入
・特化係数からは ガス・熱供給業、金属製品、電気機械、鉄鋼、電
　子部品・デバイス、はん用・生産用・業務用機械　これらが外貨を獲得
・エネルギー代金は流出
・民間投資は流出
・エネルギー消費は鉄鋼・金属製品製造が過半（2350/4209)TJ/年を占
 め、結果としてCO２排出量も、分野別で製造業が６割近く
（307/528)千ｔを占める。
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出所： 「総合エネルギー統計」「都道府県別エネルギー消費統計」 「地域経済循環分析用データ」より作成

直方市の産業別エネルギー消費量は、鉄鋼･非鉄･金属製品製造業のエネルギー消費量が最も多く、次いで機械製造業、窯業･土石製
品製造業の順となっている。

産業別エネルギー消費量

エネルギー消費量 4,209 TJ/年直方市
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※環境省 地域経済循環分析より
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部門別CO2排出量

CO2排出量が最も多い部門は製造業（307千tCO2/年）であり、次いで業務、旅客自動車、家庭のCO2排出量が多い。

出所：環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定支援サイト」、部門別CO2排出量の現況推計（2018年度）

CO2排出量 528 千tCO2/年直方市

※環境省 地域経済循環分析より
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   CO2排出量：部門別時系列

部門別CO2排出量

2018年でCO2排出量が最も多い部門は製造業(307千tCO2/年)であり、次いで業務、旅客自動
車、家庭のCO2排出量が多い。製造業のCO2排出量は2010年と比較して減少している。

出所：環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定支援サイト」、部門別CO2排出量の現況推計

2010年：590千tCO2/年
2013年：641千tCO2/年
2015年：596千tCO2/年
2018年：528千tCO2/年

※環境省 地域経済循環分析より

製造業



（計画期間 2021～2030） 
 
 都市像 「未来へつなぐ～ひと・まち・自然～」
    SＤＧｓの考え方と新国富指標を活用
 
 第三章 自然：豊かな自然と共生して、快適に暮らせるまちづくり
  第二節 自然への親しみと循環型社会への高い意識を持つまち
    （１）自然と共生意識の向上
    （２）循環型社会の更なる推進
    （３）脱炭素社会の構築
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• 2021.3    第6次直方市総合計画 ２０３０目標
  都市像「未来へつなぐ～ひと・まち・自然～」
  SDGｓへの取組（１７の目標にコミット）→新国富指標

• 2021.10.1  ワンヘルス宣言

• 2022.2.26  高校生環境サミット、ゼロカーボンシティ宣言

• 2022.4.27  脱炭素先行地域（北九州都市圏域18市町）

• 2022.5.28  ＳＤＧｓ未来都市選定
15
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直方市の決意
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直方市の決意
• 今、気候変動の影響を、身近に感じながら、慣性のついた変化

を元に戻すため、あらゆるステークホルダーが力を合わせ取り
組むことが肝要だと考える。

• 直方市は、国の国際公約である2050年のゼロカーボンは勿論、
急がれる、2030年のターゲットである2013年度比の46％削減
に向け、全力で取り組む。

• 今回の、脱炭素地域先行都市に選定されたことは、この取り組
みを加速化する上で重要な第一歩である。

• 未来のために、共に取り組みを。
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ご清聴ありがとうございました
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